
次のとおり、公募により企画提案を募集し、その内容を審査して最良の提案をした者を選定し随意契

約の相手方の候補者とする手続（以下「公募型プロポーザル方式」という。）を実施する。 

 

令和８年７月 17日 

北海道知事 鈴木 直道  

１ 公募型プロポーザル方式に付す事項 

(1)業務名          北海道本庁舎セキュリティ設備の賃貸借契約 

(2)業務の目的及び提案内容  企画提案指示書による 

(3)履行期間               令和 9年(2027年)1 月 12日から令和 14年(2032年)3月 31日 

(4)納入場所（履行場所）   北海道本庁舎内（別紙「仕様書」のとおり） 

 

２ 公募型プロポーザル方式に参加する者に必要な資格 

次のいずれにも該当すること。 

(1)単体法人又は複数法人による連合体(以下「コンソーシアム」という。)とする。 

(2)単体法人及びコンソーシアムの構成員は、次の要件を全て満たしていること。ただし、アについて

は、コンソーシアムの場合は構成員のうち代表者を含む１者以上が有していること。 

ア 道内に事務所又は事業所を有すること。 

イ 地方自治法施行令第 167条の４第１項各号に掲げる者でないこと。 

ウ 地方自治法施行令第 167 条の４第２項の規定により競争入札への参加を排除されている者でな

いこと。 

エ  北海道の競争入札参加者指名停止事務要領（平成４年９月 11日付け局総第 461 号）第２第１

項の規定による指名の停止を受けていないこと。また、指名の停止を受けたが、既にその停止の

期間を経過していること。 

オ 暴力団関係事業者等でないこと。また、暴力団関係事業者等であることにより、道が行う競争

入札への参加を除外されていないこと。 

カ 次に掲げるすべての税について滞納している者でないこと。 

① 道税（個人の道民税及び地方消費税を除く。以下同じ。） 

② 本店が所在する都府県の事業税（道税の納税義務がある場合を除く。） 

③ 消費税及び地方消費税 

キ 次に掲げる届出の義務を履行していない者でないこと。（当該届出の義務がない場合を除く。） 

① 健康保険法（大正 11年法律第 70号）第 48 条の規定による届出 

② 厚生年金保険法（昭和 29年法律第 115号）第 27 条の規定による届出 

③ 雇用保険法（昭和 49年法律第 116号）第７条の規定による届出 

ク 別紙「北海道本庁舎セキュリティ設備の賃貸借契約企画提案指示書」の「７ 企画提案の内容」

の（１）で求める提案に係る賃貸借物品を除く、本契約での当該賃貸借物品に関し、仕様書に記

載の要件等を満たしていることを証明した者であること。 

ケ 当該賃貸借物品の障害発生時等に、迅速に復旧に着手できる保守体制が整備されていること。 

コ コンソーシアムの構成員が単体法人又は他のコンソーシアムの構成員として参加する者でない

こと。 

 

３ 参加資格の審査 

(1) 公募型プロポーザル方式に参加しようとする者は、アからウまでに定めるところにより、２に掲

げる資格を有するかどうかの審査を申請しなければならない。 

ア 提出期限  令和 8年(2026年)8月７日 



イ 提出方法  持参または郵送による。ただし、郵送する場合は配達記録の残る書留郵便等を利

用すること。 

なお、持参の場合の受付時間は、土曜日、日曜日及び国民の祝日に関する法律（昭

和 23年法律第 178号）に規定する休日（以下「休日等」という。）を除く午前 9時

から午後５時まで。 

ウ 提出場所  北海道総務部イノベーション推進局財産活用課 

(2) 審査を行ったときは、審査結果を通知する。 

 

４ 提案書の提出期限、場所及び方法 

(1) 提出期限 令和 8年(2026 年)8月 19日必着 

(2) 提出場所 北海道総務部イノベーション推進局財産活用課 

(3) 提出方法 持参または郵送による。ただし、郵送する場合は配達記録の残る書留郵便等を利用   

すること。 

なお、持参の場合の受付時間は、休日等を除く午前 9時から午後５時まで。 

 

５ 提案の無効 

公募型プロポーザル方式に参加する者に必要な資格を有しない者の提出した提案は無効とする。 

 

６ 最良の提案をした者の選定方法 

あらかじめ定めた審査基準及び審査方法により、提出された提案書を評価し、最良の提案をした者

（以下「特定者」という。）を選定する。 

 

７ 契約手続 

特定者を見積書徴取の相手方に決定したときは、別途財務会計法令の規定により契約手続を行う。 

 

８ 公募型プロポーザル方式に関する事務を担当する組織 

(1)名称 

北海道総務部イノベーション推進局財産活用課 

(2)所在地 

北海道札幌市中央区北 3条西 6丁目 北海道本庁舎 4階 

(3)電話番号 

011－204－5054 

 

９ その他 

(1) 提案書の作成及び提出に要する費用は、提案者の負担とする。 

(2) 審査結果及び特定者名は、公表する。 

(3) 詳細は、北海道本庁舎セキュリティ設備の賃貸借契約企画提案指示書による。 

 

10  Summary 

 Ａ Nature and quantity of the products to be procured： 

  Security equipment to be installed at the Hokkaido Government 

  (a) Security Gate (Standard Type) 1 lane (2 units), lane width 600 mm, quantity: 5 

  (b) Security Gate(Wide type compatible with wheelchairs,)lane (2 units)  Lane width:  

900 mm, quantity: 7 



  (c) Security Gate(Model for Large Cargo Entry)1 Lane (2 Units) Lane Width: 1,200 mm, 

quantity: 1 

  (d) Gate-integrated card reader(For reading FeliCa-format IDm) , quantity: 26 

  (e) Standalone Card Reader(For reading FeliCa-format IDm) , quantity: 6 

  (f) Card reader for scanning 2D codes , quantity: 10 

  (g) Security Gate Equipment Control Unit 

*Specifications and quantities depend on the system to be constructed by the contractor. 

  (h) Intrusion control materials 

   * Specifications and quantities of installation materials depend on the contractor's 

gate specifications and installation method. 

  (i) Agency Entry/Exit Management System (Software). quantity: 1 

  (j) Server enabling the operation and management of the government office entry/exit 

management system. quantity: 1 

  (k) Management terminal and display device. quantity: 1 

  (l) External Output (Printer) . quantity: 1 

    (m) Other facilities and equipment necessary to implement this security system, as well 

as the materials and equipment required for their installation and operation. 

   *The specifications and quantities of materials depend on the system to be constructed 

by the contractor. 

 Ｂ Proposal regarding the digital technologies, equipment, and other facilities required 

to implement a smartphone-based system for managing entry to and exit from government 

offices, utilizing the online reception function of the Hokkaido app. 

 Ｃ Date and time of submission of the Declaration of Participation: 10:00 a.m. on August 

7, 2026 

  Ｄ Submission Date and Time for Proposal: August 19, 2026, at 5:00 PM 

Ｅ Contact ： Prefectural Property Utillization Division, Department of General 

Affairs,Hokkaido Government, Kita 3-jo Nishi 6-chome, Chuo-ku, Sapporo  060-8588 Japan 

Phone：011-204-5054 

 


